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第１章 調査の概要

高知県における地域の日本語教育推進等に係る施策の検討の基礎資料とするため、各市町村に

在住する在住外国人（技能実習生、永住者等）及び技能実習生を雇用している事業所や市町村を

対象とし、日本語教育に関するニーズや生活実態等についてアンケート調査を実施した。

①事業所向けアンケート
調査対象：県内の外国人技能実習生を雇用している事業所（計４２７社）
＜調査方法及び調査対象内訳＞
（１）県内監理団体を経由して配布・回収（４１８社）
（２）高知県外国人雇用実態調査（R3年）にて外国人の雇用有りと回答した事業所のう

ち、高知市近郊で雇用者数が多い事業所を指定して、郵送による配布・回収（９
社）

調査期間：令和４年６月１７日～令和４年７月１５日

②外国人向けアンケート（やさしい日本語、英語、ベトナム語、中国語）
調査対象：県内在住の外国人（計１，５８５名）
＜調査方法及び調査対象内訳＞
（１）県内監理団体を経由して配布・回収（１，１８５名）
（２）県内の地域日本語教室の学習者に対し、郵送による配布・回収（２００名）
（３）事業所向けアンケートの（２）で対象とした事業所の従業員に対し、郵送による

配布・回収（２００名）
調査期間：令和４年６月１７日～令和４年７月１５日

②市町村向けアンケート
調査対象：県内の３４市町村
調査方法：市町村の担当課にメールにて配布・回収
調査期間：令和４年６月１７日～令和４年７月１５日

・本文、表、グラフなどに使われる「ｎ」は、各設問に対する回答者数である。

・百分率（％）の計算は、小数第２位を四捨五入し、小数第１位まで表示した。したがって、単

数回答（１つだけ選ぶ問）においても、四捨五入の影響で、％を足し合わせて 100％にならない

場合がある。

・複数回答（２つ以上選んでよい問）においては、％の合計が 100％を超える場合がある。

・クロス集計において、基数となるべき実数（ｎ）が極端に少なくなる場合は正確に分析できな

いため、本文中では触れていない。ただし、参考のためにグラフ中には掲載している。

・クロス集計の図表では、分析軸となる設問に「無回答」がある場合は表示していない。よって、

分析軸の「ｎ」が、全体の合計と一致しない場合がある。

・本文、表、グラフは、表示の都合上、調査票の選択肢等の文言や 5.0％未満の数値を一部簡略

化している場合がある。

①事業所向けアンケート 427件 168件 39.3％

②外国人向けアンケート 1,585件 633件 39.9％

③市町村向けアンケート 34件 34件 100.0%
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第２章 調査結果のまとめ

① 事業所の所在地について、「須崎市」（24.4％）が最も多く、次いで、「高知市」、「土佐市」（同率で

13.1％）、「香美市」（12.5％）、「香南市」（11.3％）となっている。

② 総従業員数について、「１０人以下」（63.7％）が最も多く、次いで、「１１～４９人」（21.4％）、

「１００～２９９人」（6.0％）となっている。

③ 業種について、「農業」（70.8％）が最も多く、次いで、「建設業」（6.5％）、「その他製造業」（5.4％）、

「飲食料品製造業」（4.8％）となっている。

④ 雇用している外国人の人数について、「１～２人」（46.4％）が最も多く、次いで、「３～５人」

（22.6％）、「６～１０人」（12.5％）となっている。平均人数は４.２人となっている。

① 外国人従業員に求める日本語レベルについて、[話す]、[聞く]、[読む]、[書く]のそれぞれで求める

水準は以下のとおりであり、特に「話す」「聞く」については高い水準を求められている。

② 求める日本語能力に届いてない人の割合について、「いない」（41.1％）が最も多く、次いで、「３

分の１程度」（19.6％）、「半分程度」（14.9％）、「ほぼ全員」（13.1％）となった。約半数以上の事

業所において、求める日本語レベルに到達していないとの回答になっており、より高い日本語レ

ベルが求められていることが分かる。

調 査 結 果 【注記】今回の調査は、主な調査対象を県内監理団体経由で来高した外国人技能実

習生としたことから、高知市からの回収が少ないため、実際の外国人居住実態や、

外国人を雇用している県内事業所の所在地とは乖離が生じている。
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③ [話す]、[聞く]、[読む]、[書く]の各項目で、高いレベルを

求めている事業所と、中程度のレベルを求めている事業所

を抽出し、それぞれ求めるレベルに達している従業員の割

合を比較したところ、高いレベルを求める事業所での各項

目の到達度はいずれも６割程度となり、中程度のレベルを

求める事業所では[話す]、[聞く]では８割程度となったも

のの、[読む]、[書く]では６割程度となった。このことか

ら、事業所が求めるレベルの日本語能力に到達していない

外国人が一定数いることが読み取れ、特に[読む]、[書く]

について学習の支援が必要であると考えられる。

① 外国人従業員とのコミュニケーション方法

について、「ゆっくり話す」（90.5％）が最も

多く、次いで、「「やさしい日本語」を用い

る」、「ポケトークやスマホのアプリ等を使

う」（同率で48.8％）、「通訳を介する（従業

員のうち、日本語が比較的できる方に頼る

等）」（26.8％）となっている。総じて事業所

側でもコミュニケーションについて工夫が

なされていると読み取れる。

② 外国人従業員に対する日本語学習

の支援内容について、「特に何もし

ていない」（57.1％）が半数以上と

最も多く、次いで「貴事業所で日本

語教室や日本語の研修等を実施し

ている」（14.3％）、「近隣の日本語

学校や、公民館等で行う地域の日本

語教室を紹介している」（11.9％）、

「外部試験（日本語能力検定試験

等）の検定補助をしている」（8.3％）となっている。外国人従業員へ日本語学習支援を行っている

事業所は少数である。

③ 外国人従業員への生活上の支援について、

「医療機関を受診する際の同行・通訳補助

など」（80.4％）が最も多く、次いで、「地域

での生活ルールを指導する」（73.2％）、「買

い物等の移動の補助（車を出す、交通費の負

担など）」（47.6％）となっている。生活上の

支援について各事業所で努力して行ってい

ることが伺える。
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① 地域の日本語教室の認知度について、「知らない」（73.2％）、「知

っている」（24.4％）となっており、大多数の事業所が地域の日

本語教室について認知していない。

② 日本語教室への外国人従業員の受講意向について、「条件が合

えば受講させたい」（61.3％）が最も多く、次いで、「ぜひ受講

させたい」（29.8％）、「受講させたくない」（6.5％）となって

おり、大多数が外国人従業員の受講を希望している。受講の条

件として、「時間・休日が合えば」、「費用関係」という回答が

多く、一方で、受講させたくない理由では「日常会話に困って

いない」、「近くに日本語教室がない」という回答があったこと

から、地理的・時間的ニーズを満たす日本語教室の開設が望

まれていることが分かる。

③ 日本語教室に外国人従業員を受講させ

るために事業所ができる支援について、

「地域の日本語教室に通いやすいよう

な勤務時間の調整」（45.8％）が最も多く、

次いで、「地域の日本語教室への送迎」

（33.3％）、「地域の日本語教室に通う費

用の負担（教科書代や交通費等）」

（22.6％）となっていることから、地域

に日本語教室が開設されていれば、受講に必要な支援の意向はあることが伺える。

④ 日本語教室に外国人従業員を受講させるための希

望する開催日時について、「平日夜」（34.5％）が最

も多く、次いで、「日曜昼」（33.3％）、「土曜夜」

（32.1％）、「日曜夜」（22.0％）となっており、平日

夜や日曜昼、土曜夜の開講が求められている。

⑤ 県や高知県国際交流協会に期待することについて、「日本語教室を増やしてほしい。日本語のレベ

ルに応じた教育」、「働きながら日本語が受講しやすい時間帯やオンラインでの時間帯を増やして、

受講しやすい環境やYouTube配信の活用」、「実際に習っている言葉（日本語）がもう少し生活や仕
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事に結びつくとありがたい」などの意見があった。

① 日本語力のうち「話す」「聞く」について高い水準が求められており、約半数の事業所に、求めら

れるレベルの日本語力に達していない外国人従業員がいる。また、 [読む][書く]についても学習の

支援が必要である。

② 事業所において、コミュニケーションに関する工夫や生活上の支援は行われているが、日本語学

習支援を行っている事業所は少数である。

③ 大多数の事業所において地域の日本語教室が認知されていないが、地理的・時間的ニーズを満た

す日本語教室が開設されれば、従業員の受講について支援が可能な事業所が多数ある。

④ 日本語教室の開催の時間としては、平日夜、日曜昼、土曜夜のニーズが高い。

まとめ
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① 国籍について、「ベトナム」（58.1％）が最も多く、次いで「フィリピン」（16.7％）、「インドネシ

ア」（12.6％）、「中国」（1.7％）、「アメリカ」（1.4％）となっている。

② 在日期間について、「１年～３年」（43.1％）が最も多く、次いで「１年未満」（25.8％）、「４年～

６年」（23.7％）となっている。

③ 職業について、「技能実習生・特定技能」（90.8％）が最も多く、次いで「会社員」（10.9％）とな

っている。

④ 居住地域について、「南国市」（15.8％）が最も多く、次いで、「高知市」（13.0％）、「須崎市」（11.4％）、

「香美市」（9.2％）、「土佐市」（7.6％）となっている。

① 日本語がわからなくて困ることについて、「仕事」

（27.2％）が最も多く、次いで、「病院」（27.0％）、「役

場の手続き」（22.1％）、「日本人との交流（料理・スポ

ーツ・音楽etc）」（19.4％）、「日本の文化や生活のルー

ル」（15.2％）となっていることから、病院、役場など

の場面だけでなく、日常的に必要な就労の場面での日

本語について課題を感じている外国人が多いことが

伺える。

② 生活に必要な情報の収集方法について、「インターネ

ット・SNS」（87.4％）が最も多く、次いで、「仕事の

人から聞く」（28.1％）、「家族や知り合いから聞く」

（13.9％）となっており、インターネット・SNSでの

情報発信が効果的であると考えられる。

③ 日本語の習得度について、「簡単な会話ができる」

（37.8％）が最も多く、次いで、「少しだけ話せる」

（31.3％）、「仕事での会話ができる」（28.0％）、「ほと

んど話せない」（6.5％）、「ほとんど自由に話せる」

（5.1％）となっており、やさしい日本語であれば会話

でのコミュニケーションが可能な場合が多いと考え

られる。

④ 日本語の勉強度について、「はい（勉強している）」（69.5％）、「いいえ（勉強していない）」（28.9％）

となっており、日本語学習の意欲のあ

る回答者が半数以上を占めた。

調 査 結 果



11



12

⑤ 日本語の勉強方法について、「ひとりで勉強している（教

科書やYouTubeなど）」（80.9％）が最も多く、次いで、「職

場で勉強している」（16.6％）、「地域の(お金のかからな

い)日本語教室に通っている」（9.3％）となっている。こ

のことから、オンデマンドで学習できる教材の需要が高

いと想定される。

⑥ 希望する日本語の習得レベルについて、「JLPT(日本語能力試験)に合格する」(36.4％)が最も多く、

次いで「仕事の会話ができる」(33.0％)、「ほとんど自由に話せる」(27.5％)となっている。また、

「JLPT(日本語能力試験)に合格する」と回答した人について、その目標レベルは「N3」(18.8％)、

「N2」(15.6％)、「N1」(10.6％）と高くなっている。回答者の90.8％が技能実習生であったことを

踏まえると、N3以上の取得により、技能実習制度のより高い

レベルへの移行を望む人が多いと考えられる。

⑦ 日本語を勉強していない理由について、「仕事がい

そがしい」（32.2％）が最も多く、次いで、「近くに

教室がない」（23.5％）、「ほかのことをしたい」

（20.8％）、「勉強がむずかしい」（16.4％）となっ

ており、学習意欲はあるものの、学習機会が不足

していると思われる。

① 高知県内の日本語教室の認知度について、「いいえ（知らな

い）」（78.4％）、「はい（知っている）」（17.9％）となってお

り、大多数の回答者に地域の日本語教室が知られていない。
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② 高知県内の日本語教室をどこで知ったかについて、

「家族や知り合いからきいた」（32.7％）が最も多く、

次いで、「職場できいた」（26.5％）、「国際交流協会

（KIA）のホームページやSNS」（23.0％）となってお

り、日本語教室に関する周知は口コミで行われる場

合が多いことが分かった。

③ 日本語教室の参加希望日時について、「平日夜」

（20.4％）が最も多く、次いで、「日曜日の夜」

（18.0％）、「日曜日の昼」（16.6％）、「土曜日の夜」

（16.0％）となっており、平日夜または日曜日の開

講が求められている。

④ 日本語教室で希望する勉強内容について、「会話の勉

強」（47.9％）が最も多く、次いで、「仕事に役立つ

ことば」（36.0％）、「ＪＬＰＴ（日本語能力試験）の

勉強」（31.0％）、「楽しくおしゃべりしたい」（26.2％）

となっており、会話を中心とした学習へのニーズが

高い。

① 日常的に必要な就労の場面での日本語について課題を感じている外国人が多いが、やさしい日本

語を用いるなどの工夫をすればコミュニケーションが可能な場合が多いと考えられる。

② インターネット・SNSでの情報発信が効果的と思われる。

③ より高いレベルへの移行を望む人が多く、日本語学習の意欲のある回答者が半数以上であった。

④ 学習意欲はあるものの、学習の機会が不足していると思われる。関連して、オンデマンドで活用で

きる教材の需要が高い。

⑤ 大多数の回答者に地域の日本語教室が知られていなかった。また、日本語教室について知っている

人については、口コミで情報を入手している人が多かった。

⑥ 日本語教室の開催の時間としては、平日夜または日曜日のニーズが高いと思われる。

まとめ

（参考）回答の言語内訳

１．ベトナム語 ２３０件

２．やさしい日本語 ２０９件

３．英語 １２０件

４．インドネシア語 ６４件

５．中国語 １０件

合計 ６３３件
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① 国籍別上位５位の住民基本台帳人口について、「ベトナム」（1,230人）が最も多く、次いで、「中国」

（845人）、「フィリピン」（696人）、「韓国」（393人）、「インドネシア」（357人）となっている。

② 在留資格別上位５位の住民基本台帳人口について、「永住者」（834人）が最も多く、次いで、「技

能実習２号ロ」（577人）、「留学」（374人）、「特別永住者」（267人）、「特定技能1号」（221人）と

なっている。「技能実習2号」と「特定技能１号」を併せると

③ お住まいの外国人について、どの程度まで把握しているかについて、「どの地域にどんな方がいる

か概ね把握できている」（18ヵ所）が最も多く、次いで、「あまり把握できていない」（6ヵ所）、「管

内企業・事業所の従業員は把握できている」、「学校に通っている児童生徒は把握できている」（各

4ヵ所）となっている。

④ 把握できている外国人住民数の割合について、「ほぼ全て把握」（14ヵ所）が最も多く、次いで、

「１～２割」、「７～８割」、「把握できていない」（各5ヵ所）、「３～４割」、「５～６割」（各2ヵ所）

となっている。

① 在住外国人への多言語による対応について、「役

場での諸手続」（12ヵ所）が最も多く、次いで、

「医療に関する支援」、「レジャーや遊び等に関す

る案内」、「防災（地震、津波、台風等）に関する

伝達」（各5ヵ所）、「仕事に関する支援」、「外国を

ルーツにもつ児童生徒への教育」、「生活や悩み等

の相談対応」（各2ヵ所）となっている。一方で「そ

の他」、「特に行っていない」の割合も多くなって

おり、「その他」は「市内の在住外国人への多言語版啓発冊子の配布」、「119番通報があった際に、

多言語通訳サービスがある」などの意見があった。また「特に行っていない」では「コミュニケー

ションが取れているため」、「各企業・事業所などで対応しているため」などの意見があった。

在住外国人の人数が100人以上の市町村においても、最多の「役場での諸手続き」が3ヵ所にとど

まっていることから、全県的に見ると、在住外国人への多言語による対応を行っている市町村は

少数にとどまる。

調 査 結 果
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② 在住外国人への「やさしい日本語」による対応

について、「役場での諸手続」（13ヵ所）が最も

多く、次いで、「医療に関する支援」、「防災（地

震、津波、台風等）に関する伝達」（各5ヵ所）、

「仕事に関する支援」、「外国をルーツにもつ児

童生徒への教育」、「レジャーや遊び等に関する

案内」（各3ヵ所）となっている。一方で「その

他」、「特に行っていない」の割合も多く、「その

他」は「翻訳アプリ等でその場に応じて対応」、「市のＨＰの記載は、やさしい日本語で表記をする

ようになっている」などの意見があった。また「特に行っていない」では「これまで必要な場面が

なかった」、「そこまで業務が追いついていない」などの意見があった

在住外国人の人数が100人以上の市町村でも、「役場での諸手続」「防災（地震、津波、台風等）に

関する伝達」のそれぞれ２ヵ所が最多であり、全県的に見て、やさしい日本語での対応を行ってい

る市町村は少数にとどまる。

③ 在住外国人への生活支援における課題につい

て、「大規模災害への備えや発災時の対応」（23

ヵ所）が最も多く、次いで、「窓口等での多言語

対応」（17ヵ所）、「情報の多言語への翻訳」（13

ヵ所）となっている。在住外国人が100人以上

の市町村においても同様の回答となっている

ことから、全県的に、多言語対応に課題を感じ

ている市町村が多数ある。

① 日本語教室の開設の状況について、「開設されていない」（29ヵ所）、「開設されている」（5ヵ所）

となっている。

② 日本語教室の今後開設の予定について、「開設について検討していない」（23ヵ所）が最も多く、

次いで、「開設の必要性はあるが、準備等は行っていない」（4ヵ所）、「開設にむけて準備中」（1ヵ

所）となっている。

③ 日本語教室の今後開設の意向について、「開設の意向はない」（22ヵ所）が最も多く、次いで、「ニ

ーズ等を見極め検討する」（6ヵ所）となっている。

④ 日本語教室が開催されていない要因について、

「在住外国人数が少なく、開設の必要性がな

い」（16ヵ所）が最も多く、次いで、「在住外国

人の日本語教育に対するニーズが把握できて

いない」（15ヵ所）、「日本語教室を担当する職

員を配置できない（人員不足）」（12ヵ所）とな

っている。開設のニーズについて、事業所及び

外国人向けアンケートの結果では教室開設へ

のニーズがあるとの回答が多いことから、各市町村における外国人住民の実態把握、ニーズ把握

も今後の課題の一つであると伺える。
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⑤ 日本語教室に期待することについて、

「在住外国人が生活に必要な日本語を

習得できる」（21ヵ所）が最も多く、次

いで、「在住外国人に対し、行政から情

報発信を行う場として活用できる」（19

ヵ所）、「防災に関する情報発信や避難

訓練など、災害対策の場として活用で

きる」（18ヵ所）となっており、外国人

の日本語学習に加え、行政から外国人への情報発信の場としても有効であると考えられている。

⑥ 県や高知県国際交流協会に期待することについて、「日本語教室開催時の指導者の派遣」、「ボラン

ティア活動の他地域の運営方法等の情報共有」、「外国人労働者の就業先への支援」などの意見があ

った。

① 在住外国人への多言語や「やさしい日本語」での対応を行っている市町村は少数である。

② 日本語教室の開設に向けたニーズについて、事業所・外国人のニーズは高い一方、市町村側では把

握が進んでいない。

④ 現時点では、大部分の市町村で日本語教室の開設について検討されていないことが分かった。

④ 行政から外国人への情報発信の場としても、日本語教室の開設が有効であると考えられている。

まとめ
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① 事業所向けアンケートでは、大半の事業所が外国人従業員に対し、「仕事の進捗状況の報告ができ、

最低限必要な指示が聞き取れる日本語レベル」を求めている。対して、求める日本語能力に届いて

ない人の割合を尋ねたところ、約３割（34.5％）の事業所が「求める日本語能力に届いてない外国

人従業員が半数以上いる」と回答している。一方、外国人向けアンケートでは、日本語の習得度を

尋ねたところ、約４割（37.8％）の外国人が「簡単な会話ができる」と回答しているものの、「仕

事での会話ができる」と回答した外国人は約３割（28.0％）となっている。このことから、事業所

が求める日本語レベルと外国人従業員の日本語レベルに乖離があるが、日本語レベルの現状につ

いての認識は、事業所側と外国人側で概ね一致している。

① 多くの事業所には日本語能力が不十分な外国人従業員がおり、日本語でのコミュニケーションに

おいて困ることがあるとしながら、日本語の研修等を実施している事業所は１割程度と少ない。

また、外国人においては、学習意欲はあるものの、学習の機会は十分ではないと読み取れる。

② 多くの事業所は外国人従業員の日本語学習への支援の意欲はあり、また外国人の方でも学習の意

欲はある。地域日本語教室と事業所が連携し、日本語学習の場と外国人とを結び付けることによ

り、日本語レベルの向上を目指すことができると思われる。

考 察 結 果

＜事業所アンケート＞ ＜外国人アンケート＞
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① 事業所向けアンケートでは、日本語教室の認知度を尋ねたところ、７割以上（73.2％）の事業所が

「地域の日本語教室を知らない」と回答しており、一方、外国人向けアンケートでも同じ質問をし

たところ、約８割（78.4％）の外国人が「県内にある日本語教室を知らない」と回答しており、事

業所と外国人従業員のいずれも従業員の日本語教室の認知度は低くなっていることから、認知度

の向上に向けて広報等を拡充することが必要と考えられる。

② 事業所向けアンケートでは、日本語教室に外国人従業員を受講させるための希望する開催日時に

ついて尋ねたところ、「平日夜」（34.5％）と回答した事業所が最も多く、一方、外国人向けアンケ

ートでは、日本語教室の参加希望日時について尋ねたところ、「平日夜」（20.4％）と回答した外国

人が最も多く、事業所と外国人のいずれにおいても「平日夜」の開催のニーズが高い。

＜事業所アンケート＞ ＜外国人アンケート＞

＜事業所アンケート＞ ＜外国人アンケート＞
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第３章 アンケート調査票
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市町村向けアンケート



30



31



32

地域日本語教育実態調査

報告書

令和４(2022)年 10 月

【編集・発行】高知県文化生活スポーツ部文化国際課

〒780-8570 高知県高知市丸ノ内 1丁目 2番 20号（本庁舎 5階）

TEL 088-823-9605 FAX 088-823-9296


